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キャリアや就職・転職全般に関する研究や各種調査を⾏う機関『Job 総研(※1)』を運営する株式会社ライ
ボ（本社:東京都渋⾕区 代表取締役︓⼩⾕匠 以下「ライボ」）は、860 ⼈の社会⼈男⼥を対象に「2022
年 電⼦マネー実態調査」を実施しました。同調査は電⼦マネーの利⽤率と所持数や種類、またコロナ禍を
境にした利⽤頻度の増減と利⽤⾦額及び給与デジタル払いの想定利⽤率などについて調査しました。 

 
【電⼦マネー利⽤者増加】 

電⼦マネーの普及は毎年増加の推移を⾒せ、コロナ禍を境に変化したライフスタイルや価値観、また感染対
策の⾮接触の観点から電⼦マネーの利⽤率は増加傾向にあり、来春には給与のデジタル払いの解禁が予定され
ています。経済産業省では 2025 年までにキャッシュレス決済⽐率 40%を⽬指すと掲げその普及を後押しして
います。電⼦マネーのカテゴリ(※2)は交通系・流通系・クレジットカード系・QR コード決済系と⼤きく 4 種類
に分かれていてそれぞれに特徴がありますが、実際の利⽤率に差はあるのでしょうか。 

Job 総研では、860 ⼈の社会⼈男⼥を対象に電⼦マネーの利⽤率と所持(登録)数や種類、またコロナ禍を
境にした利⽤頻度の増減と利⽤⾦額及び給与デジタル払いの想定利⽤率などについて調査した、「2022 年 
電⼦マネー実態調査」を実施しました。 

Job総研による『2022年 電⼦マネー実態調査』を実施 
8 割が⽀払いの半分以上で利⽤ ⽣活防衛に電⼦決済者が増加 

〜 電⼦マネー利⽤増えるも”デジタル給与払い”は利⽤しない 6 割 〜 

【TOPICS】 
・全体の93.6%が何かしらの電⼦マネーを「利⽤している」と回答 年代が上がるごとに利⽤率が上昇  
・利⽤している電⼦マネーの種類は”交通系”と”QRコード決済系”が共に8割超 最⼩回答は”流通系” 
・電⼦マネー利⽤者の64.5%が「コロナ禍で利⽤頻度が増加」したと回答 
・利⽤頻度は利⽤者の82.8%が「⽀払いの半分以上」と回答 ⽉間利⽤平均額はコロナ禍で2万円増加 
・デジタル給与払いの認知度80.1% 全体で60.8%が「利⽤しない」と回答 

【調査概要】 
調査対象者 ︓全国 / 男⼥ / 20〜50代 
調査条件    ︓1年以内〜10年以上勤務している社会⼈ 

20⼈〜1000⼈以上規模の会社に所属 
調査期間  ︓2022年9⽉21⽇〜9⽉26⽇ 
サンプル数 ︓860⼈ 
調査⽅法 ︓インターネット調査 
 



【電⼦マネーの利⽤有無】 
電⼦マネーの利⽤有無について全体の 93.6%が「利⽤している」と回答しました。また「利⽤している」の

回答者に利⽤している電⼦マネーの数を聞くと、全体の平均は 3.3 で、男⼥別では男性 3.3、⼥性 3.4 の回答
になりました。更に年代別では 20 代が 3.2、30 代が 3.5、40 代・50 代は共に 3.7となり、年代が上がるご
とに利⽤する種類の数が増加する傾向が⾒られました。 

 
【利⽤している電⼦マネーの種類】 

電⼦マネーの種類(※2)を 4 つのカテゴリに分けて、利⽤している種類を聞くと、「交通系」が 87.6%と最も
多く、次いで「QR コード決済系」が 81.1%、「クレジットカード系」が 46.2%、「流通系」が 32.7%にな
り、交通系と QR コード決済系が共に 8 割超の結果になりました。 

 
【利⽤者・⾮利⽤者の理由】 
 利⽤者 804 ⼈の利⽤理由で最も多かったのは「⽀払いがスムーズ」91.6%で、次いで「ポイントが貯まる」
70.6%、「スマホ決済ができる」59.4%で上位 3 つの回答になりました。また利⽤していない 56 ⼈の⾮利⽤
の理由では、「現⾦払いで⼗分」が 65.5%で最多になり以下回答と⼤差の結果になりました。 

 
※更に詳細な集計データは別紙の「2022 年 電⼦マネー実態調査 報告書」をご参照ください(※3) 



【コロナ禍での利⽤増減】 
コロナ禍を境にした電⼦マネー利⽤頻度増減については、「とても増えた」28.1%、「増えた」22.5%、「少

し増えた」13.9%を合算した 64.5%が”増えた派”の回答をしました。「減った派」は 2.7%で「変わらない」
が 32.8%でした。また⽉間の平均利⽤額については「コロナ禍前（2020 年 3 ⽉以前）」が 35,300 円なのに対
して、「コロナ禍（2020 年 4 ⽉以降）」では 54.800 円と、19,500 円増加したことがわかりました。  

 
【具体的な利⽤頻度】 
具体的な利⽤頻度について聞くと「⽀払いの全てで利⽤（⽀払いの 10 割）」が 10.3%、「よく利⽤している
（8〜10 割未満）」が 49.1%、「利⽤している（5〜8 割未満）」が 23.4%、「時々利⽤（2〜5 割未満）」が
11.8%、「あまり利⽤していない（2 割未満）」が 5.4%になり、”⽀払いの半分以上”を電⼦マネー決済してい
る⽅が 82.8%の結果になりました。 

 
※更に詳細な集計データは別紙の「2022 年 電⼦マネー実態調査 報告書」をご参照ください(※3) 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
【利⽤頻度が増えた理由】 
・物価上昇で家計が苦しい我が家には、電⼦決済は割引も多く現⾦より確実にお得 
・コロナ禍以降電⼦決済取り扱い店が増えて、昨今の値上げラッシュでもポイント還元されるのでお得 
・決済はスピードで済ませるので感染確率を減らすため 
・コロナ禍でネットで買い物する機会が増えて電⼦マネーをつかう機会が増えた 
・電⼦マネー対応店が増えたのと無⼈レジも増えたため 
 



【給与デジタル払いの認知と想定利⽤率】 
 来春から解禁の動きを⾒せる”給与デジタル払い”についての認知度では、「⾔葉も内容も理解している」が
42.9%で、「⾔葉は聞いたことがあるが内容は理解していない」が 37.2%で、全体の認知度は 80.1%でした。 
また勤務先で制度が導⼊された場合の利⽤意欲を聞くと、「利⽤しない」28.7%、「多分利⽤しない」32.1%を
合算した 60.8%が”利⽤しない派”の回答をしました。「利⽤する派」39.2%の内訳は「利⽤する」12.8%、
「多分利⽤する」26.4%でした。 

 
【回答者コメント】 
昨今の物価⾼騰を背景に、電⼦決済を⽣活防衛策として取り⼊れる意⾒が多く電⼦マネーによるキャッスレ

ス決済の利便性や今後の期待感などのコメントが顕著に⾒られました。 

 
 
【調査まとめ】 
今回実施した「2022 年 電⼦マネー実態調査」では、全体の 9 割が電⼦マネーを”利⽤している”と回答し、

利⽤種類は平均 3.3 種で年代が上がるごとに利⽤数が増加する傾向が⾒られ、具体的な利⽤種類では交通系と
QR コード決済系が共に 8 割超となりました。利⽤者は⽀払いのスムーズさとポイント付与に魅⼒を持つのに対
し、⾮利⽤者は現⾦払いで⼗分という理由で分かれました。 
 コロナ禍での利⽤増減では 6 割超が「増加した」と回答し、その理由では”コロナ禍が影響して決済⽅法が変
化したから”や“物価⾼騰に電⼦決済のポイント付与が助かる”など同様の意⾒が顕著に⾒られました。またコロ
ナ禍を境に⽉間の平均利⽤額が全体で 2 万円増加していて、利⽤の頻度では”⽀払いの半分以上”を電⼦マネー
で決済しているという回答が 8 割を超えることから、コロナ禍の感染対策の⼀環で、⾮接触を意識するように
なり、電⼦マネーへの移⾏を後押しすると同時期に利⽤可能店が増加し、物価⾼騰により⽣活防衛策の⼀環で
利⽤意欲が⾼まり、利⽤者が増加したことが推測できます。 

2023 年春から給与を電⼦マネーで受け取る「給与デジタル払い」の解禁が予定されていますが、今回の調査
での利⽤意欲は低く、”利⽤しない派”が 6 割と過半数を超える結果になりました。 
 ライボでは今後も就職・転職・働き⽅などに関連する様々な調査を実施し、リアルで透明度の⾼い情報を発
信することで個が活躍する社会の実現を⽬指してまいります。 
 
 
※更に詳細な集計データは別紙の「2022 年 電⼦マネー実態調査 報告書」をご参照ください(※3) 

 
・物価が⾼騰しても賃⾦が上がらないので、電⼦決済時のポイント還元はとても助かります 
・値上げラッシュでかなり⽣活にダメージ受けますが、電⼦決済の割引等活⽤していきたい 
・物価⾼騰を背景に電⼦マネー利⽤者は今後さらに広がると思うので⽣活防衛に⽋かせない 
・円安、物価上昇は今後続くので、キャッシュレス決済時のポイント付与はありがたい 
・まだまだ電⼦マネー否対応のところが多いのでもっと増えてほしい 
・キャッシュレス決済を対応していても、電⼦マネーの種類によって否対応などがあるのが残念 



【(※2)電⼦マネーの種類】 
交通系   ︓電⾞やバスなどで利⽤（Suica・PASMOなど） 
流通系   ︓スーパーやコンビニなどで利⽤（nanaco・WAON・楽天 Edyなど） 
クレジットカード系︓電⼦マネーとクレジットカードを連携させて利⽤（QUICPay・iDなど） 
QR コード決済系  ︓現⾦チャージでスマホ・クレカ・⼝座などと連携（PayPay・LINE Pay・楽天ペイなど） 
 
【(※3) 2022 年 電⼦マネー実態調査 報告書】 
報告書では同調査の属性や回答結果をより詳細にご確認いただけます 
https://job-q.me/articles/14152 
 
【(※1)Job 総研について】 

Job 総研は就職・転職やキャリア全般に関する研究や各種調査の実施により、市場の現状と未来を分析し、
社会へ発信することで就転職関連市場に貢献する事を⽬的とし⽴ち上げられました。 
就職・転職・働き⽅・ランキング・働く⼥性など多数のジャンルで信頼できる情報を発信していくことによ
り、就転職活動に役⽴てていただくことや、キャリアに関する不安や悩みを解決する⼀助として”個が活躍する
社会により良い選択の機会”を提供し就転職市場に貢献してまいります。 
 
【JobQ について】 

「あなたが知りたい”働く”は誰かが知っている」をコンセプトに運営する JobQ の累計登録者数は 35 万⼈を
超え、キャリアや転職に関する情報交換と相談ができるサービスです。具体的な企業名を検索して、現役社員
や元社員による⼝コミだけではなく、仕事全般に関する悩みや就職・転職への不安など漠然とした内容も含ま
れ、匿名によるユーザ同⼠でコミュニケーションを取りながら、より良い選択をつくる場になっています。 
■JobQ”給与・賃⾦”に関する Q&A 
https://job-q.me/categories/corporate/salary 
 
 
【会社概要】 
会社名   ︓株式会社ライボ 
設⽴   ︓2015 年 2 ⽉ 3 ⽇ 
代表取締役  ︓⼩⾕ 匠 
所在地   ︓〒150-0043 東京都渋⾕区道⽞坂 1丁⽬ 19-9第⼀暁ビル 3階  
事業内容  ︓キャリアや転職に特化した匿名相談サービス「JobQ」の企画・開発・運営 
グループ会社  ︓2019 年 3 ⽉ 1 ⽇ パーソルキャリア株式会社にグループイン  
ホームページ  ︓https://laibo.jp/ 
JobQ   ︓https://job-q.me/ 
 
 
 
 
 

報道関係者様お問い合わせ先 株式会社ライボ 広報担当︓堀 雅⼀ 
Tel・Fax︓03-6416-1760  携帯︓080-4193-1810   

Mail︓masakazu.hori@laibo.jp 

※現在主にテレワークでの勤務形態をとっておりますので、誠に勝⼿ながらお問い合わせは携帯電話かメールにてお願い致します 


